
資金計画書
バージョン

（契約締結・更新回数）
1

申請事業名： 若者の「望まない孤独」支援モデル形成事業

申請団体名： 特定非営利活動法人 育て上げネット                                        

合計

助成金 自己資金・民間資金

事業費 258,487,030円 258,487,030円 0円

実行団体への助成 220,000,000円 220,000,000円 0円

管理的経費 38,487,030円 38,487,030円 0円

プログラム・オフィサー関連経費 10,928,950円 10,928,950円

評価関連経費 0円 0円

資金分配団体用 0円 0円

実行団体用 0円 0円

合計 269,415,980円 269,415,980円 0円



資金計画書資料
①調達の概要

1. 事業費（助成金、自己資金・民間資金）
2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 助成期間合計

助成金 (A) 122,023,990円 136,463,040円 0円 0円 258,487,030円

実行団体への助成 110,000,000円 110,000,000円 220,000,000円

管理的経費 12,023,990円 26,463,040円 0円 0円 38,487,030円

自己資金・民間資金 (B) 0円 0円 0円 0円 0円

実行団体への助成 0円 0円 0円

管理的経費 0円 0円 0円

合計 (A+B) 122,023,990円 136,463,040円 0円 0円 258,487,030円

実行団体への助成 110,000,000円 110,000,000円 0円 0円 220,000,000円

管理的経費 12,023,990円 26,463,040円 0円 0円 38,487,030円

補助率 (A/(A+B)) 100.0% 100.0% 100.0%

2. プログラム・オフィサー関連経費（助成金）

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 助成期間合計

プログラム・オフィサー関連経費 (C) 2,951,660円 7,977,290円 0円 0円 10,928,950円

プログラム・オフィサー人件費等 1,995,100円 4,991,770円 0円 0円 6,986,870円

その他経費 956,560円 2,985,520円 0円 0円 3,942,080円

3. 評価関連経費（助成金）

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 助成期間合計

評価関連経費 (D) 0円 0円 0円 0円 0円

資金分配団体用 0円 0円 0円 0円 0円

実行団体用 0円

4. 助成金の合計（助成金）

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 助成期間合計

助成金の合計 (A+C+D) 124,975,650円 144,440,330円 0円 0円 269,415,980円

初回助成金支払額

5. 総事業費（助成金、自己資金・民間資金）

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 助成期間合計

総事業費 (A+B+C+D) 124,975,650円 144,440,330円 0円 0円 269,415,980円

※指定口座に入金できない自己資金・民間資金がある場合
金融機関からの融資や財団からの助成を受ける等の理由で本事業の指定口座に入金できない自己資金・民間資金がある場合、
上記1から5までの総事業費には含めず、以下に当該資金の金額および使途を記入してください。

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 助成期間合計

調達先：（調達先の金融機関や財団等を記入）

使途：（資金の使い道を記入） 0円

使途：（資金の使い道を記入） 0円

指定口座外で管理する自己資金・民間資金合計 (F) 0円 0円 0円 0円 0円

補助率 (A/(A+B+F)) 100.0% 100.0% 100.0%

269,415,980円

該当の自己資金・民間資金に関する説明を付して
ください。（調達確度に関する情報を含む）
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②自己資金・民間資金

1. 事業費「自己資金・民間資金 (B)」の調達予定

0円
精算の手引きP7に記載のご配慮にならいまして計上をいたしておりません。
（＞「コロナ対応支援枠」の場合、現在の経済環境や実行団体における事業実施期間が１年であること
を踏まえて自己資金・民間資金の確保は必要としません。）

2022年度小計 0円

0円
精算の手引きP7に記載のご配慮にならいまして計上をいたしておりません。
（＞「コロナ対応支援枠」の場合、現在の経済環境や実行団体における事業実施期間が１年であること
を踏まえて自己資金・民間資金の確保は必要としません。）

2023年度小計 0円

2024年度小計 0円

2025年度小計 0円

調達方法 調達金額
調達確度

（A:確定済、B:内諾
済、C:調整中、D:計画

説明
（調達時期等）




